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３ 評価委員の意見に対する対応 
これまでの事務点検・評価において、評価委員よりいただいた意見に対し、以下のと

おり対応しています。なお、対応状況について、下記のとおり区分して示します。 

区分 説明 

〇 意見に対する取組みについて検討し、実施しているもの。 

△ 意見に対する取組みについて検討しているもの。 

× 未対応のもの。 
 

（１）学校教育分野 

ア 平成 29年度事務点検・評価（対象期間：平成 28年度） 

施策 評価委員の意見（抜粋） 対応状況 区分 
１-１ 主体的に学

ぶ力の向上 
「情報教育機器の整備・充実」
に関して遅れている状況であ
る。新学習指導要領でも強調さ
れている ICT 教育の推進を図
る上でも早急な対応が望まれ
る。 

H30 年度中に第２次 CABINET シ
ステム更新に向けた機器の調
達の契約をし、基本設計を行い
ました。令和 2年 1月の第２次
CABINET システムの稼働を目指
し、配線工事、パソコン・周辺
機器の配備を実施するほか、操
作 研 修 を 実 施 し 、 第 ２ 次
CABINET システムを活用した情
報活用能力の育成を積極的に
進めます。 

（教育センター） 

〇 

２-２ 社会的自立
に向けた強
い心の育成 

キャリア教育を一層充実させ、
義務教育 9 年間を見通したキ
ャリア教育の方策を明らかに
するため、研究・実践のリーダ
ーの育成が必要となるだろう。 

9 年間を見通したキャリア教育
の充実のために作成した教員
用ガイドブック等を活用して
研修を行い、キャリア教育主任
を校内の研究・実践のリーダー
として育成しています。 

（教育指導課） 

〇 

２-２ 社会的自立
に向けた強
い心の育成 

本市において体系的に実施さ
れている職場訪問・職場体験等
の体験学習については、（中略）
人間教育の基本と言っても過
言ではない。（中略）教育委員
会において、体験先の連絡リス
ト等を作成し、配布すること
や、学校に職業人を招き外部人
材の活用を進める等の方策を
考え、実施することも必要であ
ろう。 

職場体験先や外部講師の連絡
リストは、関係課や労働局協力
のもと作成を進めています。ま
た、企業等による出前授業を希
望する学校に対し、外部講師を
派遣できるよう調整していま
す。 

（教育指導課） 

〇 

５-２ 「チーム学
校」の実現 

子どもの人数に合わせるだけ
に留まらず、事業の充実度を勘
案して、教員の再配置及び増員
を考えることも視野に入れて
いただきたい。 

事業の充実度等を勘案し、教職
員の配置及び増員を考えるた
めワーキンググループを設置
し、人的配置の最適化に向けた
具体案を検討しています。 

（教育職員課） 

△ 

６-３ 学習や社会
生活が困難
な子どもへ
の支援 

学習習慣定着に向けた支援」と
して e ラーニングの活用につ
いても、不登校の子どもたちへ
の対応等も含めて、そのシステ
ムづくりを早急に行うことが
望まれる。 

平成 27・28 年度の通常学級で
の実施に続き、不登校生徒が参
加する教育センターでのグル
ープ活動において、モデル事業
として、コンピュータ端末を利
用した個別適応学習を実施し
ています。 
（教育センター、教育指導課） 

〇 
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イ 平成 30年度事務点検・評価（対象期間：平成 29年度） 

施策 評価委員の意見（抜粋） 対応 区分 

１-１ 主体的に学
ぶ力の向上 

ネット上での情報を取り入れ
ることに制限がある。セキュリ
ティの問題等でネット接続に
は多くの障害があることも理
解できるが、有用な情報を入手
する手段を工夫改善すること
を期待したい。また、ＩＣＴの
技術は日進月歩で、活用する側
が追いついていくのが難しい
スピードで進展している。それ
への対応について考えること
も一つの改善方法ではあるが、
それ以上に、教室環境を充実さ
せるために、可能なところから
効果的に活用できるＩＣＴを
選んでいくことも重要である。
ＩＣＴは万能ではないことか
ら、これまでのアナログ情報と
ともに適切に活用する方法を
考えなければならない。 

社会の情報化が急速に発展し、
情報通信機器が広く個人にも
普及し、情報の受け手だけでな
く、送り手としての役割を担う
ようになり、日常生活が大きく
変わりつつあります。こうした
中で、児童生徒が情報及び情報
手段を主体的に選択し、活用し
ていくための資質・能力として
情報活用能力を身に付けてい
くことが重要です。令和元年度
に 稼 働 を 開 始 す る 第 ２ 次
CABINET システムにおいて、新
たにできるようになることを
整理・周知し、教員への研修を
通して児童生徒への学習指導
に役立て、情報を活用する能力
を育成し、主体的に学んでいく
力の向上を図ります。 

（教育センター） 

〇 

１-２ 未来へ飛躍
する力の育
成 

平成 30 年度より、（中略）英
語専科教員を５名採用してい
る。（中略）英語専科教員の授
業には担任教員も参加するこ
とで、英語教育についての実地
研修を受けていることにもな
る。児童への効果的な指導のみ
ならず、教員研修となり、事業
効率が高いことが窺える。この
ような取り組みが継続して行
えるとともに、広く多くの学校
で実施できることが望ましい。 

英語専科教員を３名増員し、英
語教育の質的向上を図りつつ、
指導力向上に向けた研修機会
の裾野を広げる取組みを継続
しています。また、英語教員指
導力向上研修などで教員の指
導力を高めているほか、小学校
と中学校で相互授業参加等を
実施し、指導内容と指導法の連
携を深めるとともに課題の把
握と改善を図っています。 
（教育センター、教育指導課） 

〇 ５-１ 教職員の資
質・指導力の
向上 

２-１ 豊かな心の
育成 

千葉市では、2020 年の東京オ
リンピック・パラリンピックと
の関連で、オリンピック・パラ
リンピック教育を推進してい
る。（中略）この事業に関する
教育の成果を明らかにするこ
とも同時に必要であることか
ら、事業実施のみならず、成果
の示し方の検討を行うことも
重要であろう。 

千葉市オリンピック・パラリン
ピック教育実施方針を策定し、
全小中学校でパラスポーツを
実施するなど、オリパラ教育を
推進しています。より効果的な
学習について検討するため、実
施前後でアンケート調査を行
います。 

（企画課、教育指導課） 

〇 

６-２ いじめや不
登校の未然
防止と早期
発見・解消 

スクールカウンセラーの増員
を行うことは重要な課題であ
ると考える。 

令和元年度より、全中学校に加
え、全小学校・特別支援学校に
もスクールカウンセラーを配
置します。なお、高等学校への
配置も検討します。 

（教育支援課） 

〇 
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（２）生涯学習分野 

ア 平成 29年度事務点検・評価（対象期間：平成 28年度） 

施策 評価委員の意見（抜粋） 対応状況 区分 

1-2 
学 習 環 境
の整備 

限られた予算で市民への行政
サービスをより充実・向上させ
るためには、生涯学習関連施設
への一部民間への業務委託な
どによるサービスの効率化と
質の確保をめぐる議論は避け
て通れないところであろう。 

指定管理者による生涯学習センタ
ーの管理運営に続き、平成 30年度
から（公財）千葉市教育振興財団
による公民館の指定管理者制度を
導入しました。主催事業の増加の
ほか、備品の更新、施設の修繕な
ど学習環境の整備を進め、利用者
の利便性向上に努めています。 

（生涯学習振興課） 

〇 

市内に張り巡らされた図書館
のネットワークを維持し運営
するため、ガバナンスの中核と
なる優秀な専門的図書館職員
の人材確保は必須であり、職員
の一層の資質向上が望まれる
ところである。 

専門的図書職員の人材確保につい
ては、庁内での人材公募の活用や
司書資格者を図書館へ配属させる
などの取組みを行っています。 
また、４月に図書館職員を対象と
した「図書館職員初任者研修会」
を実施し、選書の仕方やレファレ
ンスの指導など、図書業務の実務
研修を行っているほか、図書修理
技術の習得や接遇能力向上の研修
など、職員の資質向上に努めてい
ます。   （中央図書館管理課） 

〇 

2-2 

市 民 ニ ー
ズ に 対 応
し た 学 習
機 会 の 提
供 

放課後子ども教室の民間委託
にあっては、子どもの安全性を
確保し、地域人材とのさらなる
連携・協働の促進などを視野に
入れた学校を場とする地域づ
くり、充実したプログラムな
ど、行政が教育目標とする内容
を具体的に委託内容に盛り込
むことが肝要である。 

希望するすべての児童に多様な体
験機会と安全・安心な居場所を提
供することを理念とし、プログラ
ムの充実等を委託内容に盛り込ん
でいます。  （生涯学習振興課） 〇 

放課後子ども教室の民間委託
にあっては、随時目標に応じた
評価を行うことは、子どもの健
全育成を守るため、また、行政
と委託業者との対話のために
も必要不可欠な作業である。評
価に応じた委託の継続も含め、
運営体制の今後の在り様の検
討が丁寧になされることが望
ましい。 

利用者に対するアンケート等によ
る評価を行うとともに、定期的に
「子どもの放課後対策に関する検
討会議」を開催し、今後の事業の
あり方について検討していきま
す。     （生涯学習振興課） 

△ 

3-3 

市 民 の 参
加・協働に
よ る 学 習
活 動 の 推
進 

一定の力量を持つＮＰＯ等に
積極的に市民参加型学習事業
の運営を担当させ、市民の学習
グループを育てる実践が、随時
企画・実施されることも一考で
あろう。 

千葉市民活動支援センターと連携
し、同登録団体と公民館の共催事
業実施の取組みを実施していま
す。（令和元年度は 9事業計画。）
また、地域団体による企画運営事
業など、地域課題の解決につなが
る事業実施に取り組んでいます。    

（生涯学習振興課） 

〇 
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イ 平成 30年度事務点検・評価（対象期間：平成 29年度） 

施策 評価委員の意見（抜粋） 対応状況 区分 

1-1 
生 涯 学 習
の 普 及 啓
発 

千葉市科学フェスタにおいて、
市民が多く関与するという点
では、実行委員会の下部組織と
して小中高校生の実行委員会
を置くことも一考であろう。 

千葉市科学フェスタのイベントの
１つである「千葉オンリーワン企
業と身近な科学」を、県立千葉工
業高校と県立千葉商業高校と連携
して実施しました。高校生が司会
進行を務めたり、出展者交流会に
も参加したりするなど、運営面に
大きく関わってもらいました。 

（生涯学習振興課） 

〇 

2-1 

郷 土 へ の
愛 着 を 深
め る 学 習
機 会 の 提
供 

加曽利貝塚について、アイデア
や企画を出すためには、シーズ
開発のための調査・研究の充実
にもより一層目を向けること
が必要であろう。 

魅力あるコンテンツの提供や情報
発信を継続していくため、令和元
年度からその基礎となる中長期的
な調査研究計画の検討を進める予
定です。      （文化財課） 

△ 

加曽利貝塚について、今後は、
観光資源としてのみならず、そ
の学術的価値や教育資源とし
ての可能性について、国内外に
積極的にアピールして欲しい。 

平成 30年度から学会等の誘致、市
外での資料展示等を行っていま
す。 
〇平成 30年 6月 2日～平成 31年 2
月 17日 

「発掘された日本列島 2018」展（文
化庁主催、資料展示） 

〇平成 30年 11月 17日 
日本考古学協会設立 70周年記念
講演会開催 

〇令和元年 6月 15日・16日 
 日本動物考古学会第７回大会 
開催      （文化財課） 

〇 

2-2 

市 民 ニ ー
ズ に 対 応
し た 学 習
機 会 の 提
供 

千葉市科学館における、利用満
足度の向上や付加価値の高い
コンテンツの実施により、「科
学都市ちば」に在住する市民の
科学に対する関心を喚起・充足
しうるよう、さらに努力を重ね
てほしい。 

科学館においては、市民の科学に
対する関心を喚起する企画展やプ
ラネタリウムのコンテンツの充実
を図ることで、入場者数を増やし
ました。また、小学校への出張講
座「おもしろ科学教室」や、シニ
ア向けの講座も新規に実施し、子
どもから大人まですべての市民が
科学・技術を身近に感じられる場
といたしました。未来の科学者育
成プログラムジュニア講座では要
望に応じ、動物公園での講座を新
設しました。 （生涯学習振興課） 

〇 

3-2 
学 習 成 果
の 活 用 機
会の提供 

生涯学習に関心を持っている
約８割の市民に対し、そのニー
ズに応じた事業の企画・提案に
専心することが肝要であると
思われるとともに、この層の一
部は、生涯学習推進計画の目標
に掲げた「自ら学んだ成果を生
かす」ことが可能な人々と推測
されることから、学校や地域社
会で活躍する場を想定し、学ん
だ成果を地域に還元できる具
体的なメニューの提示が大事
である。 

公民館の主催事業では、クラブ、
サークルや地域で活動している団
体、個人を講師として活用してい
るところです。引き続き、学習成
果を地域に還元するしくみづくり
に取り組みます。 

（生涯学習振興課） △ 

 


